
て
い
ま
す
。
実
現
す
る
た
め
に
は
幹
部
だ
け
で
な
く

個
タ
ク
事
業
者
や
職
員
一
人
ひ
と
り
が
内
容
を
熟

知
し
、説
得
力
を
持
っ
て
他
人
に
伝
え
ら
れ
る
よ
う
、

業
界
を
あ
げ
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

業
界
の
存
亡
す
ら
危
ぶ
ま
れ
る
今
、「
個
タ
ク
台
数

枠
の
設
定
と
は
、準
特
定
地
域
に
お
け
る
個
タ
ク
の

下
限
車
両
数
を
設
定
す
る
こ
と
」と
定
義
付
け
、タ

ク
シ
ー
特
措
法
の
運
用
上
の
矛
盾
是
正
を
要
望
し

5,0000 10,000 15,000 20,000

車両数

50年度

51年度

52年度

53年度

54年度

55年度

56年度
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4年度

5年度
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7年度

8年度

9年度

10年度
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18年度
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20年度
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23年度
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25年度
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27年度

28年度

29年度

30年度

元年度

2年度
10,696

11,410

11,904

12,457

12,993

13,501
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16,307
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27,657
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法人の95.5％（946両差）

法人の65.9％

法人の39.0％（16,741両差）

H21.10/1
特措法施行
17,091両
↓

▲37.4％

法人
32,263両
↓

▲15.0％

H14.2/1
規制緩和
18,911両
↓

▲43.4％

法人
H14.3/31
28,544両
↓

▲3.9％

S51.3/31
ピーク時
19,960両
↓

▲46.4％

法人
20,906両
↓

＋31.2％

個人タクシー
法人タクシー

タクシー車両数の推移（東京特別区・武三地区：年度末現在）	 関東運輸局調べ

な
ぜ
個
人
タ
ク
シ
ー
だ
け
が
減
る
の
か
？

＝
個
タ
ク
独
自
の
適
正
車
両
数
明
示
を
要
望
＝

都内個人タクシー現況
（令和3年8月1日現在） 

許可事業者数  10,928名
（前月比 −42名）
（特別区、武三10,539名  
北多摩147名  南多摩242名）

傘下事業者数  10,574名
（前月比 −47名）
（特別区、武三10,189名  
北多摩144名  南多摩241名）

※集計方法は運輸行政と異なります。
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事業者数激減問題に
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人
タ
ク
シ
ー
車
両
数
を
解
消
す
る
た
め
、平
成

21
年
10
月
１
日
に
タ
ク
シ
ー
特
措
法
が
施
行

さ
れ
、地
域
に
お
け
る
輸
送
需
要
に
対
応
す
べ

く
供
給
輸
送
力
の
削
減
が
行
わ
れ
た
結
果
、法

人
タ
ク
シ
ー
車
両
数
は
一
定
程
度
減
少
し
ま

し
た
が
、平
成
23
年
度
以
降
は
減
少
が
ス
ト
ッ

プ
し
、
実
質
的
に
増
加
可
能
車
両
数
（
新
規

許
可
枠
）が
出
な
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

事
業
者
の
死
亡
等
自
然
減
が
あ
る
個
人
タ
ク

シ
ー
に
お
い
て
は
、廃
業
希
望
者
全
員
を
譲
渡

譲
受
に
結
び
付
け
る
こ
と
も
不
可
能
で
あ
り
、

毎
年
６
０
０
両
程
度
の
減
少
が
止
ま
る
こ
と

な
く
続
い
て
い
る
状
況
で
す
。現
在
、新
規
許

可
が
実
質
な
い
我
々
に
と
っ
て
、唯
一
の
対
応

策
は
譲
渡
譲
受
の
み
で
、譲
渡
譲
受
申
請
を
増

や
し
て
少
し
で
も
事
業
者
の
減
少
ス
ピ
ー
ド

を
抑
え
る
以
外
に
術
は
あ
り
ま
せ
ん
。こ
れ
ま

で
も
事
前
試
験
制
度
や
死
亡
後
譲
渡
制
度
の

導
入
な
ど
事
業
者
数
激
減
に
対
す
る
措
置
も

講
じ
ら
れ
て
は
お
り
ま
す
が
、そ
も
そ
も
譲
渡

譲
受
の
み
で
は
失
わ
れ
て
い
く
事
業
者
数
の

減
少
ス
ピ
ー
ド
を
遅
ら
せ
る
こ
と
は
出
来
て

も
、既
に
失
わ
れ
た
事
業
者
の
許
可
枠
の
回
復

は
お
ろ
か
、事
業
者
数
の
減
少
を
止
め
る
こ
と

す
ら
で
き
な
い
の
で
す
。

早
期
実
現
に
向
け
て

具
体
案
を
提
示
へ

　

最
悪
な
状
況
を
迎
え
る
前
に
、個
人
タ
ク

シ
ー
業
界
の
存
亡
を
掛
け
、例
え
ば
、一
定
数

以
上
の
事
業
者
数
が
減
少
し
た
場
合
に
は
、そ

の
減
少
分
を
補
充
す
る
等
の
措
置
を
講
じ
て

頂
け
る
よ
う
行
政
に
要
請
を
続
け
て
き
ま
し

た
が
、平
成
29
年
４
月
12
日
に
開
催
さ
れ
た

自
民
党
の
「
個
人
タ
ク
シ
ー
を
応
援
す
る
議

員
連
盟
」の
第
３
回
総
会
で
の
自
動
車
局
長
挨

拶
の
中
で
、「
２
０
１
１
年
か
ら
２
０
１
５
年

ま
で
全
国
の
個
人
タ
ク
シ
ー
の
減
少
率
は
17
・

２
％
。同
じ
期
間
の
法
人
タ
ク
シ
ー
の
減
少
率

は
11
・
５
％
で
、タ
ク
シ
ー
の
数
を
減
ら
す
こ

と
へ
の
貢
献
は
法
人
に
比
べ
て
明
ら
か
に
あ

る
。」と
し
た
上
で
「
ど
う
い
っ
た
形
で
個
人
タ

ク
シ
ー
の
新
規
許
可
が
で
き
る
か
真
剣
に
検

討
し
た
い
。高
齢
化
を
止
め
て
若
い
血
を
入
れ

る
こ
と
に
使
っ
て
頂
け
る
な
ら
あ
り
得
る
。法

人
業
界
と
の
調
整
や
特
措
法
の
趣
旨
と
い
っ

た
点
で
も
今
後
相
談
し
、対
応
で
き
る
よ
う
に

し
た
い
。」と
の
見
解
が
示
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

し
か
し
な
が
ら
、令
和
３
年
３
月
31
日
開
催

の
第
11
回
総
会
で
も
個
人
タ
ク
シ
ー
の
減
少

や
法
人
・
個
人
の
適
正
な
割
合
に
つ
い
て
言
及

が
あ
り
、行
政
側
か
ら
も
「
個
人
タ
ク
シ
ー
を

ど
う
し
て
い
く
か
は
大
き
な
課
題
。社
会
情
勢

も
踏
ま
え
検
討
し
た
い
。」と
の
見
解
が
示
さ

れ
ま
し
た
が
、依
然
と
し
て
新
規
許
可
の
復
活

あ
る
い
は
一
定
枠
の
確
保
に
つ
い
て
は
、具
体

策
が
示
さ
れ
て
い
な
い
ば
か
り
か
検
討
の
俎

上
に
す
ら
上
が
っ
て
お
り
ま
せ
ん
。

　

個
人
タ
ク
シ
ー
業
界
の
将
来
を
少
し
で
も

明
る
い
も
の
に
す
る
た
め
、当
方
か
ら
も
具
体

案
を
示
し
、早
期
実
現
に
向
け
て
取
り
組
ん
で

い
き
た
い
と
考
え
ま
す
。

個
人
タ
ク
シ
ー
だ
け

事
業
者
数
減
少
が
止
ま
ら
な
い
原
因

　

改
め
て
前
頁
の
表
を
見
ま
す
と
、
タ
ク

シ
ー
特
措
法
施
行
日
平
成
21
年
10
月
１
日
時

点
に
お
け
る
法
人
３
２
、２
６
３
両
、
個
人

１
７
、０
９
１
両
の
車
両
数
に
対
し
、直
近
の

令
和
２
年
度
末
の
数
値
（
法
人
２
７
、４
３
７

両
、個
人
１
０
、６
９
６
両
）を
対
比
す
る
と
、

法
人
が
▲
15
・
０
％
の
削
減
に
止
ま
っ
て
い
る

の
に
対
し
、個
人
は
実
に
▲
37
・
４
％
も
削
減

さ
れ
て
い
る
の
で
す
。

　

タ
ク
シ
ー
特
措
法
に
よ
る
【
特
定
地
域
】に

お
い
て
は
、法
人
・
個
人
そ
れ
ぞ
れ
の
適
正
車

両
数
（
上
限
・
下
限
）が
毎
年
公
示
さ
れ
ま
す
。

個
人
の
数
値
は
、法
人
車
両
数
の
乖
離
率
を
使

用
し
て
、個
人
に
当
て
は
め
て
算
定
さ
れ
て
い

ま
す
。特
定
地
域
計
画
で
は
、適
正
車
両
数
の

上
限
値
ま
で
供
給
輸
送
力
の
削
減
を
行
う
こ

と
に
な
っ
て
お
り
、当
然
の
こ
と
な
が
ら
、法

人
の
削
減
率
と
個
人
の
削
減
率
は
そ
れ
ぞ
れ

異
な
っ
て
お
り
ま
す
。

止
ま
ら
な
い

個
人
タ
ク
シ
ー
事
業
者
数
の
激
減
状
態

　

令
和
２
年
度
の
一
年
間
で
、東
京
特
別
区
・

武
三
地
区
で
７
１
４
名
も
の
許
可
事
業
者
数

が
、我
々
の
個
人
タ
ク
シ
ー
業
界
か
ら
減
少
し

て
し
ま
い
ま
し
た
。業
種
業
態
を
問
わ
ず
コ
ロ

ナ
禍
の
厳
し
い
環
境
下
に
あ
る
と
は
い
え
、過

去
最
大
と
な
る
事
業
者
数
の
減
少
で
す
。昭

和
50
年
度
末
の
個
人
タ
ク
シ
ー
ピ
ー
ク
時
に

は
１
９
、９
６
０
両
（
法
人
タ
ク
シ
ー
の
95
・

５
％
）あ
り
、法
人
タ
ク
シ
ー
と
の
差
は
９
４
６

両
で
し
た
が
、令
和
２
年
度
末
の
個
人
タ
ク

シ
ー
は
１
０
、６
９
６
両
（
法
人
タ
ク
シ
ー
の

39
・
０
％
）と
約
半
減
（
46
・
４
％
減
）し
て
お

り
、法
人
タ
ク
シ
ー
と
は
１
６
、７
４
１
両
の

差
が
つ
い
て
お
り
ま
す
。こ
の
ま
ま
で
は
来
年

に
一
万
人
を
割
り
込
む
こ
と
は
確
実
で
あ
り
、

健
全
な
組
織
運
営
の
維
持
は
言
う
に
及
ば
ず
、

個
人
タ
ク
シ
ー
事
業
そ
の
も
の
の
存
亡
に
も
関

わ
る
正
し
く
危
機
的
状
況
で
あ
り
ま
す
。

　

平
成
14
年
２
月
１
日
に
タ
ク
シ
ー
の
需
給

調
整
廃
止
と
い
う
規
制
緩
和
が
実
施
さ
れ
、法

人
タ
ク
シ
ー
車
両
数
が
急
増
し
ま
し
た
。一

方
、個
人
タ
ク
シ
ー
に
お
い
て
は
運
転
経
歴
等

の
審
査
基
準
が
よ
り
厳
し
い
内
容
に
改
正
さ

れ
た
た
め
、以
降
、事
業
者
数
の
減
少
が
続
い

て
い
ま
す
。

　

そ
の
後
、規
制
緩
和
に
よ
り
増
え
過
ぎ
た
法
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■
不
適
正
営
業
集
計
表

（
街
頭
営
業
適
正
化
指
導
規
程
）

※
令
和
３
年
６
月
は
不
適
正
営
業
の
事
案
が
あ
り
ま
せ

ん
で
し
た
。

訃
報

＊
７
月

氏
名	

所
属
団
体	

享
年	  

病
名

今
井
　
雅
義	（
東
個
協
・
足
立
第
二
）	66	

食
道
癌

佐
々
木
宗
秀	（
東
個
協
・
北
）	

65	

胃
癌

松
本
　
光
二
（
都
営
協
・
四
〇
）	

84	

肝
細
胞
癌

ご
冥
福
を
お
祈
り
申
し
上
げ
ま
す

お
い
て
、タ
ク
シ
ー
事
業
を
運
営
し
て
い
く
う

え
で
指
針
と
な
る
「
特
定
地
域
及
び
準
特
定

地
域
の
協
議
会
に
関
す
る
国
土
交
通
省
と
し

て
の
考
え
方
に
つ
い
て
」（
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）で

は
、特
定
地
域
計
画
の
作
成
の
項
目
で
『
地
域

の
実
情
に
応
じ
て
協
議
会
の
合
意
に
よ
り
定

め
る
保
有
車
両
数
ご
と
の
タ
ク
シ
ー
事
業
者

の
区
分
（
大
手
事
業
者
、中
小
事
業
者
等
）を

設
定
し
、当
該
区
分
や
個
人
タ
ク
シ
ー
事
業
者

の
カ
テ
ゴ
リ
ー
に
応
じ
て
、一
律
又
は
一
律
で

な
い
削
減
率
に
よ
る
減
車
や
営
業
方
法
の
制

限
と
な
る
よ
う
設
定
す
る
も
の
と
す
る
。』と

記
載
さ
れ
て
お
り
、準
特
定
地
域
に
お
け
る

「
適
正
と
考
え
ら
れ
る
車
両
数
」及
び
「
需
給
状

況
の
判
断
結
果
」の
算
定
に
当
た
っ
て
、法
人

タ
ク
シ
ー
と
は
別
枠
で
個
人
タ
ク
シ
ー
と
し

て
の
「
適
正
車
両
数
」及
び
「
需
給
状
況
の
判

断
結
果
」を
示
す
こ
と
に
つ
い
て
は
何
ら
問
題

な
い
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

従
っ
て
、我
々
個
人
タ
ク
シ
ー
は
次
の
３
つ

の
通
達
「
準
特
定
地
域
に
お
け
る
一
般
乗
用
旅

客
自
動
車
運
送
事
業
の
適
正
化
の
推
進
の
た

め
に
監
督
上
必
要
と
な
る
措
置
等
の
実
施
に

つ
い
て
」、「
準
特
定
地
域
に
お
け
る
適
正
と
考

え
ら
れ
る
車
両
数
に
つ
い
て
」、「
準
特
定
地
域

に
お
け
る
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業

の
需
給
状
況
の
判
断
結
果
に
つ
い
て
」を
改
正

し
て
い
た
だ
い
た
う
え
で
、【
準
特
定
地
域
】に

お
い
て
も
、【
特
定
地
域
】に
お
け
る
算
出
方
法

に
準
拠
し
た
方
法
に
よ
り
、法
人
タ
ク
シ
ー
、

個
人
タ
ク
シ
ー
そ
れ
ぞ
れ
の
適
正
車
両
数
（
上

限
・
下
限
）を
明
示
し
、各
々
が
下
限
を
下
回
っ

た
場
合
に
増
加
可
能
車
両
数
（
新
規
許
可
枠
）

が
発
生
す
る
よ
う
「
個
人
タ
ク
シ
ー
独
自
の
適

正
車
両
数
明
示
」を
要
望
し
て
い
き
た
い
と
考

え
ま
す
。

行
政
及
び
世
論
へ

強
く
強
く
求
め
て
い
く
姿
勢
を

　

要
望
内
容
の
具
体
的
な
例
と
し
て
、準
特
定

地
域
に
指
定
さ
れ
て
い
る
東
京
特
別
区
・
武
三

地
区
に
お
け
る
令
和
２
年
度
の
タ
ク
シ
ー
適

正
車
両
数
を
試
算
し
て
み
ま
す
と
、タ
ク
シ
ー

特
措
法
施
行
時
に
特
定
地
域
と
し
て
指
定
さ

れ
て
か
ら
の
継
続
し
て
の
準
特
定
地
域
で
あ

る
こ
と
か
ら
、施
行
日
で
あ
る
平
成
21
年
10

月
１
日
を
指
定
日
と
し
て
、法
人
車
両
数
は

３
２
、２
６
３
両
に
対
し
て
適
正
車
両
数
（
下

限
）２
３
、８
６
３
両
は
乖
離
率
26
・
０
％
で
あ

る
こ
と
か
ら
、こ
の
乖
離
率
を
使
用
し
て
個
人

タ
ク
シ
ー
に
当
て
は
め
る
と
、個
人
タ
ク
シ
ー

は
指
定
日
現
在
の
１
７
、０
９
１
両
に
乖
離
率

26
・
０
％
分
を
差
し
引
く
と
、適
正
車
両
数
（
下

限
）は
１
２
、６
４
８
両
と
算
出
さ
れ
ま
す
。

　

従
っ
て
、需
給
状
況
の
判
断
結
果
と
し
て

は
、令
和
元
年
度
末
の
車
両
数
と
比
較
し
て
、

法
人
タ
ク
シ
ー
の
増
加
可
能
車
両
数
▲
４
、

２
８
０
両
に
対
し
、個
人
タ
ク
シ
ー
の
増
加
可

能
車
両
数
は
１
、２
３
８
両
と
算
出
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　

つ
ま
り
、個
人
タ
ク
シ
ー
は
１
、２
３
８
両

不
足
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

以
上
の
、個
人
タ
ク
シ
ー
業
界
が
直
面
し
て

い
る
状
況
を
、全
事
業
者
及
び
待
遇
悪
化
や
失

職
に
一
番
直
結
す
る
協
同
組
合
等
団
体
職
員

全
員
が
認
識
と
し
て
共
有
し
、一
致
協
力
し
て

行
動
し
て
い
く
こ
と
が
大
切
だ
と
考
え
ま
す
。

ま
た
、自
民
党
の
個
人
タ
ク
シ
ー
を
応
援
す
る

議
員
連
盟
の
方
々
な
ど
を
は
じ
め
、ご
支
援
下

さ
る
全
て
の
方
々
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
仰
ぎ

な
が
ら
、行
政
及
び
世
論
へ
強
く
訴
え
か
け
て

い
く
こ
と
が
急
務
だ
と
考
え
ま
す
。

　

一
方
で
、東
京
特
別
区
・
武
三
地
区
が
指
定

さ
れ
て
い
る
【
準
特
定
地
域
】に
お
い
て
は
、

法
人
の
み
の
数
値
に
よ
り
算
定
さ
れ
た
適
正

車
両
数
が
毎
年
公
示
さ
れ
ま
す
が
、こ
れ
に
は

個
人
車
両
数
の
増
減
は
一
切
考
慮
さ
れ
て
お

ら
ず
、法
人
実
在
車
両
数
が
下
限
値
（
必
要
車

両
数
）を
下
回
っ
た
際
に
の
み
、そ
の
分
が
増

加
可
能
車
両
数
と
な
り
、毎
年
需
給
状
況
の
判

断
結
果
と
し
て
公
示
さ
れ
て
お
り
ま
す
。

　

従
っ
て
、準
特
定
地
域
に
お
い
て
は
、法
人

車
両
数
が
減
少
し
て
下
限
値
を
下
回
っ
た
場

合
に
の
み
、個
人
に
は
そ
の
４
分
の
１
が
新
規

許
可
枠
と
し
て
配
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て

お
り
、個
人
車
両
数
だ
け
が
い
く
ら
減
少
し
て

も
、ま
っ
た
く
考
慮
さ
れ
ま
せ
ん
。平
成
23
年

度
以
降
、法
人
車
両
数
が
ほ
と
ん
ど
減
少
し
て

い
な
い
状
況
に
お
い
て
、個
人
タ
ク
シ
ー
が
い

く
ら
減
少
し
て
も
、増
加
可
能
車
両
数
の
▲

（
マ
イ
ナ
ス
）が
続
い
て
い
る
こ
と
が
、現
在
の

個
人
タ
ク
シ
ー
事
業
者
数
の
減
少
が
止
ま
ら

な
い
原
因
で
す
。こ
の
状
況
は
、法
人
・
個
人

間
、特
定
地
域
・
準
特
定
地
域
間
の
矛
盾
点
で

あ
る
と
同
時
に
、適
正
に
需
給
状
況
判
断
が
な

さ
れ
て
い
な
い
と
言
わ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

個
人
タ
ク
シ
ー
独
自
の

適
正
車
両
数
明
示
を
要
望
へ

　

特
定
地
域
及
び
準
特
定
地
域
の
指
定
下
に
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準特定地域における適正車両数（令和２年度）
１．法人タクシー

都道 
府県

営業
区域

（交通圏）

適正車両数（両） 指定日
現在の
車両数 

※1

指定日現在の
車両数と適正
車両数（上限）と
の乖離率（％）

指定日現在の
車両数と適正
車両数（下限）と
の乖離率（％）上限 下限

東京都 特別区・
武三 26,845 23,863 32,263 16.8% 26.0%

2．個人タクシー

都道 
府県

営業
区域

（交通圏）

適正車両数（両） 指定日
現在の
車両数 

※1

指定日現在の
車両数と適正
車両数（上限）と
の乖離率（％）

指定日現在の
車両数と適正
車両数（下限）と
の乖離率（％）上限 下限

東京都 特別区・
武三 14,220 12,648 17,091 16.8% 26.0%

※1…東京都特別区・武三交通圏の指定日は平成21年10月1日（旧タクシー特措法施行日）

令和２年度における需給状況の判断結果
１．法人タクシー

都道 
府県

営業区域 
（交通圏）

必要車両数 
（両）

令和元年度末 
車両数（両）

増加可能
車両数（両）

東京都 特別区・武三 23,863 28,143 ▲ 4,280

2．個人タクシー

都道 
府県

営業区域 
（交通圏）

必要車両数 
（両）

令和元年度末 
車両数（両）

増加可能
車両数（両）

東京都 特別区・武三 12,648 11,410 1,238

【特定地域における算出方法に準拠した準特定地域における個人タクシーの試算】

　特定地域においては、法人個人それぞれの適正車両数が毎年公示されており、個人の数値は、法人車両数の乖離率

を使用して、個人に当てはめて算定されています。

　特定地域計画では、適正車両数の上限値まで供給輸送力の削減を行うことになっており、当然のことながら、法人

個人それぞれ異なる削減率となっています。

　準特定地域においては、法人のみの数値により算定された適正車両数（上限・下限）が毎年公示されますが、これは

個人車両数の増減は一切考慮されておらず、法人実在車両数が下限値（必要車両数）を下回った際に、その分が増加

可能車両数となり、毎年需給状況の判断結果として公示されております。

　従って、準特定地域においては、法人車両数が減少して下限値を下回った場合にのみ、個人にはその4分の1が新規

許可枠として配分されることになっており、個人車両数だけがいくら減少しても、まったく考慮されていない状況

は、法人・個人間、特定地域・準特定地域間の矛盾点であると同時に、適正に需給状況判断がなされていないと言わざ

るを得ません。

 つきましては、準特定地域においても、特定地域と同様の方法により法人個人それぞれの適正車両数（上限・下限）を

明示していただくとともに、法人個人それぞれにおいて下限を下回った場合に増加可能車両数が発生するように、次

の３本の通達を改正していただきたい。

・準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる措置等の実施について

・準特定地域における適正と考えられる車両数について

・準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の需給状況の判断結果について

　なお、特定地域においては、特定地域指定日現在の車両数を基準に乖離率を求めておりますが、ガイドラインに「各

タクシー事業者における旧法の施行の日（平成21年10月1日）以降に実施した減車及び休車の実績を勘案するものと

する。なお、特定地域協議会の判断において、旧法の施行の日以前に実施した減車の実績を含め設定することも差し

支えないものとする。」とある主旨に鑑み、東京都特別区・武三交通圏においては、旧法に基づく特定地域から継続し

ての現在、準特定地域であることから、旧法の施行日現在の車両数を基準に乖離率を求めることとされたい。

　これにより、特定地域における算出方法に準拠した準特定地域における個人タクシーの適正車両数及び増加可能

車両数は、以下のとおり試算されます。

準特定地域における個人タクシーの適正車両数
明示について（要望案）
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■携帯メールによる情報伝達システムに未登録の方は toroku@tokokyo.jp へ空メールを送信してください。




